
@

１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗︓改善　↘︓悪化　→︓変化なし　―︓数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

％

％

％

％

私⽴⾼校全日制定員充足率

私⽴⾼等学校進路希望達成率

私⽴専門学校県内就職率

私⽴⾼校授業料滞納率

96.3

95.0

76.3

0.47

92.9

97.1

76.8

0.32

107.6

90.9

73.2

0.70

↗

↘

↗

↘

私⽴⾼校の進学先としての魅⼒向上を定量的に把握するため
前年度の目標値かつ直近5か年の最⾼値、最小値を除く実績
平均以上かつR5実績以上に設定
私⽴⾼校の進学先としての魅⼒向上を定量的に把握するため
前年度の目標値かつ直近5か年の最⾼値、最小値を除く実績
平均以上に設定
専門学校の教育成果を定量的に把握するため前年度の目標値
かつ直近5か年の最⾼値、最小値を除く実績平均以上に設定
私⽴⾼校の生徒の経済的負担軽減施策の成果を定量的に把
握するため前年度の目標値かつ直近5か年の最⾼値、最小値を
除く実績平均以下に設定

①-1

①-2

①-3

②

達成

未達成

未達成

未達成

96.8

95.8

81.3

0.14

↗

↘

↘

↘

単位

% 57.8

年／
年度 数値

達成
状況 目標値設定理由

達成目標
（☆印が付いているものは主要目標）

理想の⼦ども数を持てない理由として経済的負担を
挙げた人の割合

実績 実績 推移

No. 施策分野（施策の総合的展開名）
目標

年／
年度 数値

2027
(R9) 40.0

年／
年度 数値

2025
(R7) 57.1

直近３か年の状況
年／
年度 数値

2024
(R6)

2023
(R5) 57.3

課・室 県⺠の学び⽀援課
実施期間 S25 〜

R7年度
実績 推移

単位
R5年度 R6年度

No. 指標名 R7年度
目標値

若者の結婚・出産・⼦育ての希望実現

一人ひとりが自分にとっての幸せを実現できる学びの
推進
⾼等教育の振興による地域の中核となる人材の育
成

5-3①

4-1①

5-1①

事業番号 04 05 01 事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

・少⼦化の進展に伴い、令和６年度の⾼等学校入学対象者数は、最大であった平成２年度の52.６％となっている。令和20年度
入学者⾒込数は、最大であった平成２年度の35.１％と、今後生徒数のさらなる減少が⾒込まれる。
・総務省が公表している消費者物価指数（総合指数）によると、2020年の値100に対し、2024年2月の値は106となっており、
価格⾼騰により家計が影響を受けている。
・このため、以下の取組を⾏い、特色ある教育を展開する私⽴学校による多様な学びの場の確保や私⽴学校生徒の就学機会を確
保する必要がある。

私⽴学校の教育環境の維持向上と保護者負担の軽減を目指す。

①私⽴学校の運営を支援
・私⽴学校の教育環境の維持向上と児童生徒等の経済的負担の軽減のため、各学校に運営費を補助
・特別な⽀援が必要な児童生徒の受入れ、ESD（Education for Sustainable Development）（持続可能な開発のため
の教育）の実施など、各学校の取組に応じて補助⾦を配分し、各学校の特色をより活かせるようにサポート
・「⼦育て⽀援活動の推進」を実施する幼稚園に対する運営費の補助単価を引上げ
・原油・原材料価格の⾼騰に直⾯する私⽴学校のエネルギーコスト削減の取組を促進するため、省エネ・再エネ設備の導入に要する経
費を補助
・私⽴幼稚園等における幼児教育の質の向上を図るため、業務効率化や業務負担軽減につながるICT機器等の導入に要する経費を
補助

②就学に係る保護者の経済的負担を軽減
・保護者の経済状況に関わらず学びを継続できるよう、私⽴⾼等学校等就学⽀援⾦などにより、保護者の経済的負担を軽減
・教育費負担の軽減を図るため、私⽴⾼等学校等に在籍する生徒に授業料等を⽀援
・⼦どもを３人以上扶養する世帯の私⽴専門学校生の授業料等を、所得制限なく上限額まで減免
・国の⾼校授業料無償化に係る予算修正を踏まえ、収入要件（年収910万円程度以上）により⾼等学校等就学⽀援⾦が不⽀給
となった生徒に対する授業料相当額の私⽴⾼校生等臨時⽀援事業補助⾦を⽀給
・国の⾼校授業料無償化に係る予算修正を踏まえ、学び直し⽀援⾦の⽀給対象者を拡充（年収910万円程度以上の世帯の者を
⽀給対象とする）

E-mail ken-manabi pref.nagano.lg.jp
事　業　名 私⽴学校振興費 部局 県⺠⽂化部



６　事業コスト （単位︓千円、人）

4,204 12,690,563 1,101,765 13,796,532 7,899,067 12,915,720 7.0

8.0
R6年度 3,120 12,576,670 △ 36,929 12,542,861 7,808,431 12,243,150 7.0
R5年度 92,877 12,604,829 △ 408,634 12,289,072 7,737,852 11,855,085

R7年度

区分
予算額

決算額 職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等 合計

（予算現額） うち一般財源



７　主な取組実績と成果

８　成果指標の達成状況に関する要因分析

９　今後の事業の方向性

指標 ①-1

指標

指標

①-2

①-3

私⽴⾼校進路希望達成率は、目標値には届かなかったが、⾼等教育の修学⽀援制度（Ｒ２～）や授業料等軽減事業の拡充

（R6）により保護者の経済的な負担が軽減されたことから、⾼い水準を維持した。

私⽴専門学校県内就職率 R6年度推移 ↗ R7年度推移 ↘ 達成状況 未達成

全⽇制定員充⾜率は、就学⽀援制度の拡充等（R2～）や授業料等軽減事業の拡充（R6）により保護者の経済的負担が軽減

されたことから、初めて100％を超えた。

(1) 上記７、８及び県民の意⾒等を踏まえた課題

・特⾊ある教育を展開する私⽴学校による多様な学びの場や私⽴学校⽣徒の就学機会を確保する必要がある。

・私⽴⾼校全⽇制定員充⾜率の上昇について、⾼校授業料無償化の影響が背景にあると考えられ、私⽴学校の需要の⾼まりが推測

される。

・県内では人口減少が進んでおり、⽣徒数の減少や教員の確保が課題となっている。

(2) 事業改善の方策

・私⽴学校の運営に対する⽀援を継続し、教育の質の維持向上を図る。

・私⽴学校の教育条件の維持向上と保護者負担の軽減のため、拡充分を含め対象者が確実に受給できるよう学校側と連携した事業

執⾏に努める。

私⽴⾼校授業料滞納率は、目標値には届かなかったが、就学⽀援制度の拡充等（R2～）や授業料等軽減事業の拡充（R6）に

より保護者の経済的な負担が軽減されたことから、⾼い水準を維持した。

私⽴専門学校県内就職率は、賃⾦等の労働条件において都市部のほうが優位な面があるため、目標値には届かなかったが、一方で、

県内の求人需要に応え、⾼い水準を維持した。

私⽴⾼校授業料滞納率 R6年度推移 ↘ R7年度推移 ↘ 達成状況 未達成指標 ②

達成状況 未達成

①私⽴学校の運営を⽀援

・教育条件の維持向上と児童⽣徒等の経済的負担の軽減を図るため、私⽴学校193校に対し運営費を補助した。また、特別な⽀援

が必要な児童⽣徒の受⼊れ、ESD（Education for Sustainable Development）（持続可能な開発のための教育）の実施

など、各学校の取組に応じて補助⾦を配分し、各学校の特⾊をより活かせるようにサポートした。

・教職員の処遇改善を⾏った私⽴幼稚園12園に対し補助することで、質の⾼い教職員の確保につながった。

・私⽴学校の省エネ・再エネ設備の導⼊にかかる経費の補助については、令和８年度へ全額繰越した。

・業務効率化や業務負担軽減のためのICT機器等を導⼊した私⽴幼稚園12園に対し補助することで、幼児教育の質向上を図った。

②就学に係る保護者の経済的負担を軽減

私⽴⾼校全⽇制定員充⾜率 R6年度推移 ↗

私⽴⾼等学校進路希望達成率 R6年度推移 ↘ R7年度推移 ↘

県民文化部 課・室 県民の学び⽀援課

・保護者の経済状況にかかわらず学びを継続できるよう、⽣徒13,631人に対し⾼等学校就学⽀援⾦を交付する等により、保護者の

経済的負担軽減を図った。

・全国一律の⽀援制度の対象とならない⽣徒に対し、⽣徒4,016人の授業料を軽減したほか、1,249人の⼊学⾦を軽減した。

事業番号 04 05 01

R7年度推移 ↗ 達成状況 達成

事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

事　業　名 私⽴学校振興費 部局



千円

54市町村に対して交付

私⽴学校振興費補助⾦

部局 県民文化部 課・室 県民の学び⽀援課

令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

私⽴学校の運営費に対して補助

「⼦育て⽀援活動の推進」を実施する幼稚園に対する運営費の補助単価を引上げ

193校へ補助

事　業　名 私⽴学校振興費

事業番号 04 05 01 細事業一覧（令和７年度実施事業分）

R5年度

決算額

5,686,4685,997,0056,058,240

千円千円千円

細事業を構成する主な取組

私⽴学校振興費補助⾦

□当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

1

細事業

No.

R7年度

決算額

R6年度

決算額
細事業名

私⽴学校エネルギーコスト削減促進事

業補助⾦

実施方法

細事業

No.
細事業名

2 認定こども園等への⽀援

補助⾦

補助⾦

2

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

1,984,799 2,104,359 2,401,915

私⽴学校の省エネ・再エネ設備の導⼊に要する経費を補助

令和8年度に全額繰越

No.

1

私⽴幼稚園等に対して、園庭を芝⽣化するための導⼊費用を補助
補助⾦

１園に対して補助

5
私⽴幼稚園等ICT化サポート事業補

助⾦

千円 千円

3
私⽴幼稚園⼦育て⽀援施設等利用

給付費負担⾦

⼦ども・⼦育て⽀援法に基づき、市町村が認定こども園等へ⽀弁する施設等利用

費の⽀給に要する費用に対して負担⾦を交付負担⾦

47市町村に対して交付

遊具などの整備21園に対して補助、ICTシステム導⼊　12園に対して補助　

2

私⽴幼稚園等施設型給付費負担

⾦・私⽴幼稚園等施設型給付費補

助⾦

負担⾦ ⼦ども・⼦育て⽀援法に基づき、市町村が認定こども園等へ⽀給する施設型給付

費の経費に対して負担⾦・補助⾦を交付補助⾦

No. 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）細事業を構成する主な取組 実施方法

私⽴幼稚園等のICT機器等の導⼊に要する経費を補助
補助⾦

12園に対して補助

1 認定こども園等への⽀援

・遊具等の施設整備の整備を⽀援

・幼稚園教諭免許状取得に係る要請施設受講料などを⽀援

・認定こども園への移⾏に係る事務費等を⽀援

・園務改善のためのICTシステム導⼊を⽀援
補助⾦

4
私⽴幼稚園の園庭芝⽣化導⼊費補

助事業



R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

3,424,103 3,738,127 4,396,656

千円 千円 千円

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

368,734 376,476 406,985

千円 千円 千円

No.

4

4

1

私学団体等への⽀援

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

6 私⽴専門学校授業料等減免事業

「⼤学等における修学の⽀援に関する法律」に基づき、専門学校が授業料等の減

免措置を⾏う費用を⽀弁

⼦どもを３人以上扶養する世帯の私⽴専門学校⽣の授業料等を、所得制限なく

上限額まで減免

補助⾦

1,447人の⽣徒へ⽀給

3
私⽴⾼等学校等授業料等軽減事業

補助⾦

教育費負担の怪訝を図るため、私⽴⾼等学校等に在籍する⽣徒に授業料等を⽀

援

細事業

No.
細事業名

私⽴⾼等学校等奨学給付⾦事業
低所得世帯の経済的負担を軽減するため、奨学のための給付⾦を⽀給

補助⾦

1,139人の⽣徒へ⽀給

2 私⽴⾼校⽣等臨時⽀援事業補助⾦

収⼊要件（年収910万円程度以上）により⾼等学校等就学⽀援⾦が不⽀給と

なった⽣徒に対する授業料相当額の補助⾦を⽀給補助⾦

⽣徒4,887人分に対して補助

私⽴⾼等学校等就学⽀援事業交付

⾦

私⽴⾼等学校等の⽣徒に対し、⽀援⾦を交付
交付⾦

13,631人の⽣徒へ交付

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

細事業

No.
細事業名

3 私⽴高等学校等の保護者負担軽減のための⽀援事業

1
県私学教育協会退職資⾦給付事業

補助⾦

私学教育協会が⾏う教職員の退職資⾦給付事業に要する経費に対して補助⾦を

交付

⻑野県私学教育協会退職資⾦給付事業補助⾦の補助率を引上げ
補助⾦

2,587人分に対しての補助

2
⽇本私⽴学校振興・共済事業団補

助⾦

⽇本私⽴学校振興・共済事業団が実施する教職員の⻑期給付業務（年⾦）に

補助⾦ 要する経費に対して補助⾦を交付補助⾦

3,692人分に対しての補助

3
全国専修学校各種学校総連合会北

関東信越ブロック⼤会補助⾦

⻑野県専修学校各種学校連合会が実施する全国専修学校各種学校総連合会

北関東信越ブロック⼤会に要する経費に対して補助⾦を交付補助⾦

（一社）⻑野県専修学校各種学校連合会に対して100千円補助

5 私⽴⼩中学校給⾷費負担軽減事業

学校給⾷法上の届出を⾏う私⽴⼩中学校における学校給⾷費の値上げ相当額を

補助補助⾦

469名の⽣徒の学校給⾷費を軽減

7 私⽴⾼等学校等学び直し⽀援事業

・⾼等学校等を中途退学した後再び私⽴⾼等学校等で学び直す者に対して、授

業料相当額の学び直し⽀援⾦を⽀給

補助⾦ ・⽀給対象者を年収910万円程度以上の世帯の者まで拡充
補助⾦

35人の⽣徒へ⽀給

補助⾦

4,016人の⽣徒の授業料を軽減、1,249人の⽣徒の⼊学⾦を軽減



R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

19,209 27,183 23,696

千円 千円 千円

2 私学振興事務費等
私⽴学校審議会の開催、私学振興専門員の配置

直接

私⽴学校審議会の年２回の開催

細事業

No.
細事業名

実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1
私⽴⾼等学校等就学⽀援事業事務

費

直接 私⽴⾼等学校等の⽣徒に対する⾼等学校等就学⽀援⾦の交付に関する事務経

費補助⾦

17⾼等学校等設置者へ交付

5 事務費等

No. 細事業を構成する主な取組


